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教育再生の実行に向けた教職員等指導体制の在り方等に関する検討会議 

提言 

 
１．はじめに 

 
○ 本検討会議は、平成 23 年 4 月に施行された「公立義務教育諸学校の学級編

制及び教職員定数の標準に関する法律及び地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部を改正する法律」の附則及び関係の附帯決議、教育再生実行

会議における提言及び検討等を踏まえ、公立義務教育諸学校の教職員等指導

体制及び教員の処遇に関する必要な措置について検討を行うため、平成 26 年

5 月に設置された。 

 

○ 平成 26 年度政府予算においては、予算編成過程において財政当局から教職

員定数の削減を求められた結果、児童生徒の減少に伴う教職員定数の自然減

を上回る教職員定数の削減（▲10 人）が行われた1。 

  また、平成 26 年 5 月 30 日の財政制度等審議会「財政健全化に向けた基本

的考え方」において、「教育現場が抱える様々な課題に有効に対処し、教育の

質を高めることは極めて重要な課題であるが、多様化するこれからの課題へ

の処方箋として教職員定数を拡大することが、他の施策への投資よりも有効

であるとは考えられない」と指摘されるとともに、平成 26 年 5 月 27 日の経

済財政諮問会議においても、「生徒数が更に減少する中、教師の数、クラスの

定員といった「数」よりも、一人一人の能力を高められる教師の「質」を重

視した取組みを強化すべき。」と有識者議員より指摘されている。 

 
○ 一方、知識基盤社会化やグローバル化の進展など世界全体が急速に変化す

る中にあって、我が国では少子高齢化の進行に伴う生産人口の減少、社会の

つながりの希薄化、格差の再生産・固定化などの課題に直面している。 

  これらの課題に対応するため、我が国は新たな社会モデルの構築が求めら

れており、教育振興基本計画においても、社会システムを転換し、知識を基

盤とした自立、協働、創造を基調とする生涯学習社会の実現が掲げられてい 

る2。このような新たな社会の実現に向けては、個々人の自己実現が図られる

                                                   
1 資料編 p41 参照 
2 「教育振興基本計画」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）「第 1 部 Ⅰ 教育をめぐる社会の

現状と課題」参照 
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とともに、社会の「担い手」を増加させることが必要である。そのためには、

一人一人が持つ能力を最大限伸長させることが必要であり、教育の充実が鍵と

なる。 

 

○ こうした中、これからの時代を生きる子供たちに求められる力も変化して

きており、学校教育において、自ら課題を発見し、他者と協働してその解決

に取り組み、新たな価値を創造する力の育成などが求められるようになって

いる。 

  このため、学校においては、従来のように、子供たちが一方的に教えられ

る受け身型の授業から、ＩＣＴ（情報通信技術）等も効果的に活用しながら、

課題の解決に向けて主体的・協働的に学ぶ課題解決型の授業への転換を図る

授業革新が求められており、その転換に向けた体制整備が急務となっている。 

 

○ また、学校を取り巻く環境は複雑化・困難化しており、いじめや暴力行為

等の問題行動の発生、特別な支援を必要とする児童生徒数の増加、不登校の

子供の割合の増加などの状況が見られるとともに、学校に求められる役割も

かつてと比べて拡大・多様化しており、保護者への対応、通学路の安全確保、

地域活動などへの対応も求められている。さらに、土曜授業、道徳教育の充

実や小学校での英語教育への対応など、学校は様々な教育課題への対応が求

められている。 

 
○ さらに、中学校段階の教員を対象とした経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の

国際教員指導環境調査（Teaching and Learning International Survey/ＴＡ

ＬＩＳ2013）においては、我が国の教員は、課外活動の指導や事務業務に多

くの時間を費やし、参加国中で勤務時間が最も長いという結果が出ており、

教員や支援教員が不足すると回答した校長の割合も高くなっている3。 
 
○ このような状況を踏まえ、本検討会議においては、平成 27 年度概算要求に

向けた教職員等指導体制の整備や教員給与の在り方についての考え方や今後

の在り方をまとめ、公表するものである。 
 
 
 
 
 
                                                   
3 資料編 p86 参照 
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２．これまでの教職員定数改善の取組み 

 
（義務標準法の制定から第 5次定数改善計画まで） 

○ 戦後の教育行政においては、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向

上の観点から、教育内容の充実とともに教育条件の整備など各種の施策が実

施されてきた。 
  その中で、学級編制及び教職員配置に係る施策については、昭和 33 年の「公

立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」（昭和 33

年法律第 116 号。以下「義務標準法」という。）の制定以来、数次にわたる教

職員定数改善計画を実施し、学級規模の縮小や複式学級の解消等に取り組ん

できた。その結果、義務標準法制定当時に指摘されていた「すし詰め学級」

や、都市部やへき地との間の教育格差等の課題は大きく改善され、第 5 次教

職員定数改善計画（昭和 55 年度～平成 3 年度）の完成によって 40 人学級が

全国全ての学校で実現した。 

 

（第６次及び第７次改善計画） 

○ その後、第 6 次教職員配置改善計画（平成 5 年度～12 年度）では、学校に

おいてティーム・ティーチング（複数教員による協力的指導）等が行われる

よう、多様な教育活動の推進に必要な教職員配置がなされた。また、第 7 次

教職員定数改善計画（平成 13 年度～17 年度）では、児童生徒の「生きる力」

を育むためにはきめ細かな指導が必要との考えの下、多様な指導形態や指導

方法の導入を目指し、学級単位での学習指導だけではない学習集団単位での

弾力的な指導も可能とした。これらにより、ティーム・ティーチングや 20 人

程度の少人数指導・習熟度別指導が学校現場に定着するようになった。 

 

○ 学級編制については、従来は全国的な教育水準の維持向上を図る観点から、

学級編制に関する国の標準と都道府県の基準は同一でなければならないとさ

れてきた。しかし、平成 13 年度以降、都道府県教育委員会が児童生徒の実態

を考慮して特に必要があると認める場合には、国の標準を下回る学級編制基

準の設定を行うことが可能となる等の制度の弾力化が図られており、平成 22

年度以降、全ての都道府県において何らかの学級編制の弾力化が図られてい

る。 

 
○ 平成 23 年の義務標準法の改正により、小学校第 1学年の学級編制の標準を

35 人に引き下げるとともに、学級編制に関する市町村教育委員会の裁量拡大
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等を進めるため、市町村教育委員会が、当該市町村が設置する学校に係る学

級編制を都道府県に協議し同意を得なければならないとする仕組みを廃止し、

事後の届出制とする等の制度改正が行われた。 

 
（最近 3か年の政府予算） 

○ 平成 24 年度政府予算において、小学校第 2学年については義務標準法改正

による学級編制の標準の引き下げではなく、小学校第 2学年の 36 人以上学級

を解消するために必要な加配定数を改善することにより実質的な小学校第 2

学年の 35 人以下学級の実現を図る措置が講じられた。 

 
○ 平成 25 年度政府予算では、文部科学省は小学校第 3 学年以上の 36 人以上

学級解消を実現するため、5か年の教職員定数改善計画の策定を目指し、その

初年度分の定数改善を要求した。しかし、予算折衝の結果、いじめ問題への

対応や特別支援教育の充実等のための 800 人の定数改善にとどまり、小学校

第 3学年以上の 35人以下学級の推進や計画的な定数改善については引き続き

検討することとなった。 

 
○ 平成 26 年度概算要求に向け、文部科学省の「教職員の人事管理を含めた教

職員定数の在り方検討チーム」において教職員定数、資質向上、メリハリあ

る給与、学校組織の改善、人事管理等教職員をめぐる課題全般について、一

体的で整合性のある具体的方策の検討を行い、平成 25 年度全国学力・学習状

況調査を活用した少人数教育の効果検証等も踏まえ、平成 25 年 8 月 30 日に

「世界トップレベルの学力・規範意識を育むための教師力・学校力向上 7 か

年戦略」を公表した4。 

 

○ この７か年戦略においては、少人数学級の推進、ティーム・ティーチング

や習熟度別少人数指導の推進について、市町村の裁量で選択的に実施できる

よう加配定数の措置による少人数教育の推進を目指すとともに、個別の教育

課題への対応を図るため、小学校の理科、英語や道徳の指導体制強化、いじ

め問題への対応、特別支援教育の充実、学校統合への支援等について、必要

な加配定数を措置することとしていた。 

 
○ しかし、平成 26 年度の予算編成過程において、財政制度等審議会から児童

生徒数の減少に伴う教職員数の自然減を上回る教職員定数の削減（7 年間で

14,000 人、年間 2,000 人）を求められるなど、厳しい予算折衝が行われた結

                                                   
4 資料編 p44 参照。 
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果、平成 26 年度政府予算では、義務標準法の制定以降、初めて教職員定数の

自然減を上回る教職員定数の削減（▲10 人）が行われた。 

 
○ これまでの累次の教職員定数の改善により、教育環境の改善が進んできた

ものの、第７次教職員定数改善計画（平成 13～17 年度）以降、国による教職

員定数改善計画は策定されていない。教育の機会均等と水準確保を図り、よ

り教育の質の向上を図る観点からも、国の責任において計画的な教職員定数

の改善が強く求められているところである5。 

 
 
 
 
 
 
  

                                                   
5 これまでの教職員定数改善の経緯については、資料編 p13 参照。 
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３．今後の教職員定数・給与の方向性 

 

（１）基本的な考え方 

 

（教育の質の向上） 

○ これまでも教育の質の向上に向け、ティーム・ティーチングや習熟度別指

導など、きめ細かな指導のための教職員の定数改善を積み重ねてきたことが

一定の成果をもたらしていることはＯＥＣＤが実施した生徒の学習到達度調

査（Programme for International Student Assessment/ＰＩＳＡ）2012 にお

ける我が国の結果からも明らかである。 

 
○ 一方で、我が国の社会情勢の変化等を背景として、これからの時代を生き

る子供たちに求められる能力が変化している。我が国の成長の鍵となるイノ

ベーション人材やグローバル人材を育成するためには、知識や技能を活用し

て課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力等を育成することが

必要であり、初等中等教育段階からの教育が重要である。このため、これか

らの学校教育は、従来のような受け身型の一斉指導の授業から、子供たちが

課題の解決に向けて主体的・協働的に学ぶ課題解決型の授業への転換を図る

授業革新により、子供たちの能動的な学習（アクティブ・ラーニング）を促

進することが求められている。 
 
○ しかしながら、ＯＥＣＤのＴＡＬＩＳ調査からは、我が国の教員が子供達

の主体的な学びを引き出す指導に自信を持つ割合が国際的に見ても低く、ま

た、指導力を高めるための研修にも、業務量の多さから参加しにくい状況が

明らかになっている。 
 
○ 教育再生実行会議の第五次提言「今後の学制等の在り方について」（以下「第

五次提言」という。）においても「課題解決・双方向型授業等にも対応した質

の高い教育を実現するため、教職員配置の充実を図る」と提言されているよ

うに、授業革新等の教育の質の向上を実現していくためには、教員の質を高

めることはもちろんのこと、教員の数も確保し、教員の質と数の一体的な強

化を図っていくことが何より求められている。 
 

（定数改善計画及び基礎定数の充実の必要性） 

○ 各都道府県に置くべき教職員定数は、義務標準法において各都道府県の学

校数や学級数等に応じて機械的に算定される基本的な教職員定数（基礎定数）
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と、少人数指導やいじめや不登校等の学校が抱える課題解決のために毎年度

の予算の範囲内で特例的に措置している教職員定数（加配定数）の合算によ

って算定することとされている6。 

 

○ 義務標準法の制定以降、これまでの 7 次にわたる教職員定数改善計画は、

基礎定数の改善を義務標準法に規定することにより、法律の裏付けを伴った

改善として毎年度確実に予算化することを確保してきた。 

 

○ 平成 25 年度及び 26 年度の概算要求においては、文部科学省は、基礎定数

の改善ではなく加配定数の改善のみを内容とする教職員定数改善計画の策定

を試みたが、いずれも実現をみなかった。 

 

○ しかしながら、「１．はじめに」でも述べたように、学校には主体的・協働

的に学ぶため、ＩＣＴ等も効果的に活用した課題解決型の授業への転換を図

る「授業革新」が求められている。さらに、グローバル化への対応や、土曜

授業、道徳教育の充実等への対応など、学校は社会から求められる様々な教

育や教育課題への対応も求められている。 

また、学校を取り巻く環境は複雑化・困難化しており、いじめや暴力行為等

の問題行動の発生、特別な支援を必要とする児童生徒数の増加、不登校の子供

の割合の増加などの状況が見られるとともに、学校に求められる役割もかつて

と比べて拡大・多様化しており、保護者への対応、通学路の安全確保、地域活

動などへの対応も必要となっており、こうした学校が抱える切実な「困り感」

への支援が不可欠な状況となっている。 

 

○ さらに、ＯＥＣＤのＴＡＬＩＳ調査においても、日本の教員の１週間当た

りの勤務時間は調査参加国中最長（日本 53.9 時間、参加国平均 38.3 時間）で

あるが、授業時間は参加国平均よりやや少ない（日本 17.7 時間、参加国平均

19.3 時間）。また、質の高い指導を行う上で、資格を持つ教員や有能な教員、

支援職員の不足を指摘する校長も日本では多い。 

 

（参考）OECD TALIS 2013 質の高い指導を行う上で妨げになっている事項 

資格を持つ教員や有能な教員の不足 日本 79.7% 参加国平均 38.4% 

支援職員の不足          日本 72.4% 参加国平均 46.9% 

 

（参考）日本の教員の１週間当たりの勤務時間 

                                                   
6 資料編 p4 参照 
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  （出典）文部科学省「OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）のポイント」 

 

○ また、近年、教員数に占める臨時的任用教員や非常勤講師など非正規教員

の割合が増加傾向にあるが、その要因としては、各都道府県における教員の

年齢構成の平準化を図るための採用調整等や各地方自治体における公務員の

定員削減の推進のほか、国の教職員定数改善計画が策定されていないことか

ら、都道府県教育委員会等が将来にわたる教職員定数の予見可能性を持てず、

正規教員の計画的・安定的な採用等を行いづらいといったことも指摘されて

いる。 

 

○ 学校を取り巻くこうした状況に対応するためには、第７次教職員定数改善

計画以降にとってきたように毎年の予算編成における加配定数の改善だけで

対応することでは予見可能性が低く、都道府県、市町村等の対応を困難にす

るものである。少人数学級の推進、ティーム・ティーチングや習熟度別少人

数指導の推進などの少人数教育を選択的に実施できるようにするためにも、

計画的な基礎定数の拡充を行うことが必要である。 

 

○ このため、今回は、新たに 10 か年程度の見通しを持った定数改善計画を策

定し、義務標準法の改正により法律の裏付けに基づいた基礎定数の計画的改

善を図ることが不可欠であると考える。 

 
（教育環境整備の目標） 

○ 我が国の教員は、これまで学習指導のみならず生徒指導の面でも主要な役

割を担い、子供たちの状況を総合的に把握して指導を行っており、このよう

な取組は高く評価されてきた。一方で、学校を取り巻く環境が複雑化・困難

化するとともに、様々な教育課題への対応が迫られる中、我が国の教員は諸

外国の教員と比べて非常に幅広い業務を担っているため、授業等の教育活動

に集中しづらい状況も生じている。 
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○ こうしたことから、学校に教員に加えて、多様な職種の職員等を置き、学

校を校長のリーダーシップのもと、一つのチームとして多様な専門性を持つ

スタッフにより構成し、学校の教育力を最大化してくこと（「チーム学校」）

を目指すべきである7。 

 
○ 「チーム学校」の考え方のもと、学校と社会をつなぎ、子供の豊かな学び

の充実を図るため、教員に限らずなるべく多くの大人が学校でスタッフとし

て子供に関わることを目指すべきであり、新たに策定する計画の中で目指す

べき指標は、これまで国際比較等においても活用されてきた子供と学校の教

員の比率（Pupil Teacher Ratio）（PT 比）の改善に加えて、子供と学校の全

教職員の比率（Pupil Adult Ratio）（PA 比）の改善も加えるべきである。 
 
○ なお、これまでの教職員定数改善計画において主な指標とされてきた１学

級あたりの児童生徒数（いわゆるクラスサイズ）に関しても、現在も学級が

学校の基本的な指導の単位となっていることから、引き続き教育環境を測る

指標として併用すべきものと考える。 
 

 

（２）平成 27 年度概算要求における教職員定数・給与の考え方 

 

（１）で示した基本的考え方に基づき、27 年度概算要求については、以下の

方向性で進めるべきと考える。 
 
①課題解決型授業への転換（授業革新）に向けた教職員定数改善の在り方 

 
○ （１）で記載した授業革新を実現するためには、従来の知識の伝達が中心

の一斉指導の授業ではなく、課題の解決に向け、子供たち同士の説明や討論

等を通じた学び合いを重視した学習活動（言語活動や探究的な学習など）の

比重を高めていく必要がある。こうした授業を全国に広く展開していくため

には、課題解決型授業の各校におけるカリキュラム開発、指導計画策定、教

材開発、授業支援、校内研修等を総合的に行う教員の配置が重要であり、こ

のために必要な定数措置を図ることが必要である。 
                                                   
7 初等中等教育学校の教職員総数に占める教員以外の専門スタッフの割合は、日本では約

18%である一方で、米国では約 44%、英国では約 49%となっている（資料編 p25 参照）。

とりわけ英国では、1997 年の労働党政権発足以降、教員以外のスタッフの拡充整備を進め

るとともに、教員と教員以外のスタッフの間の分業体制を構築している（第 2 回検討会議

における藤原委員提出資料より）。 
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○ また、授業革新などに対応するためには、教員に求められる授業スタイル

を身につけるなど、指導力も質的に変えていくことが求められており、その

ための資質向上策が必要である。このため、授業革新に向けた教員の指導力

について、単に伝達の技能だけではなく、いわゆるファシリテーターとして

の役割を含めた指導力の向上も必要であり、こうした能力を身につけさせる

ためのナショナルセンター的な拠点等において長期研修等に参加できるよう、

定数措置により支援することを検討すべきである。 
 
②学制改革を踏まえた教職員定数改善の在り方 

 
○ 教育再生実行会議の第五次提言において、子供の発達に応じた教育の充実、

様々な挑戦を可能にする制度の柔軟化など、新しい時代にふさわしい学制を

構築することを目的として、小学校における英語・理科等の指導の充実のた

めの専科指導の推進、また、小中一貫教育学校（仮称）の制度化やその設置

を促進するための教職員配置等の条件整備の必要性が提言された8。 
 
○ 小学校における教科担任制の実施状況は、小学校第６学年の音楽において

約５割、理科で約４割となっており、最近 10 年間の状況を見ても、教科担任

制の導入が進展している9。今後、小学校における英語教育の拡充も予定され

ており、理科は現在の学習指導要領において実験・観察の充実などが図られ

ていることから、小学校における専科教員の配置を進めることができるよう、

教職員定数の改善を図ることが必要である。 

 

○ また、小中一貫教育学校（仮称）については、小学校及び中学校を通じた

９年間の一貫カリキュラムや、組織的・継続的指導を実現するため、カリキ

ュラムのマネジメントの業務等の対応とともに、教科担任制の導入などの小

中一貫教育学校（仮称）の特性を生かした取組に対応するために必要となる

教職員定数の措置を行う必要がある。 

 

③学校の教職員構造の転換（チーム学校）を実現するための教職員定数改善の

在り方 

                                                   
8 「今後の学制等の在り方について（第五次提言）」（平成 26 年 7 月 3 日教育再生実行会議）

「１．（２）小中一貫教育を制度化するなど学校段階間の連携、一貫教育を推進する。」参

照。 
9 資料編 p28 参照。 



11 
 

 

○ 教育再生実行会議第五次提言において「教師が子供と向き合う時間を確保

し、教育活動に専念できるようにする観点から、学校経営を支える管理・事

務体制の充実、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの

多様な専門職の配置や活用が進むよう、制度面・財政面の整備を行う」こと

が提言されている10。 

 

○ ３（１）の基本的な考え方において示した「チーム学校」の考え方も踏ま

え、学校に教員だけではなく、スクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカー、学校司書、ＩＣＴ専門員、部活動の指導者など専門的な知見を有

するスタッフを配置し、多様な課題に対して学校が組織全体として、一つの

チームとして力を発揮し、児童生徒は多様な学びができるように学校の職員

構造を転換していくべきであり、その促進を図るために必要な定数上の措置

を行うことが必要である。 

 

○ また、学校が責任をもって役割を果たすためには、必要な教育活動を実施

することの出来る指導体制を学校の教職員により構築することが必要である

が、さらに、このような専門的な職種以外にも、多様な経験や専門性を持っ

た地域の人材を、地域や学校の実情に応じて、学校のサポートスタッフとし

て活用していくことが必要であり、上記の専門的な職種と合わせて重層的な

促進方策を行うべきである。さらに、こうした人材の確保が各地域において

円滑にできるように情報提供等の支援方策も検討すべきである。 

 

○ こうした「チーム学校」の取組をさらに進めていく上でも、また、授業の

質を高めるためには学校管理職の教育的リーダーシップが重要であることか

ら、学校マネジメント体制の確立が必要である。このために、副校長・教頭

の配置の促進や主幹教諭・指導教諭の配置促進等の学校の運営体制を整備す

るための定数措置が必要である。また、教員がより子供と向き合う仕事に取

り組み、副校長・教頭が教員への指導等に取りくめるように、経理、情報管

理事務等を効率的に行いながら、副校長・教頭や教員が行っている企画・管

理的業務に関して事務職員が更に役割を担うことも効果的であることから、

学校事務体制の強化を図るための定数措置など、事務体制の一層の充実を図

るべきである。 

                                                   
10 「今後の学制等の在り方について（第五次提言）」（平成 26 年 7 月 3 日教育再生実行会議）

「２．教員免許制度を改革するとともに、社会から尊敬され学び続ける質の高い教師を確

保するため、養成や採用、研修等の在り方を見直す」参照。 
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○ さらに、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなど全国的

に配置が進んでいる職種については、実態を踏まえつつ、将来的には学校教

育法等において学校に置くべき職員として規定するとともに、義務標準法に

おいて教職員定数として算定することなど、教員間の役割分化等とも合わせ

て、学校組織全体の在り方を議論する中で検討すべきである。 

 

④学校規模の適正化への支援と教職員定数改善の在り方 

 

○ 小・中学校の適正規模は 12 学級から 18 学級が標準とされている（学校教

育法施行規則（昭和 22 年文部科学省令第 11 号）第 41 条、第 79 条）が、現

在、この規模を下回る学校は全体の約半数であり、教育的な課題の顕在化が

懸念されている11。 

 

（参考）公立学校の学校規模（平成 25年度学校基本調査） 

【小学校】            【中学校】 

   

 

○ 教育再生実行会議第五次提言においては、学校規模の適正化に関し、「学校

が地域社会の核として存在感を発揮しつつ、教育効果を高めていく観点から、

国は、学校規模の適正化に向けて指針を示すとともに、地域の実情を適切に

踏まえた学校統廃合に対し、教職員配置や施設整備などの財政的な支援にお

いて十分な配慮を行う」ことが提言された。 

 

○ 平成 26年度から学校の統合により学級数が減少する場合に教職員定数の減

                                                   
11 学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号） 
第 41 条 小学校の学級数は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地域の実

態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 
第 79 条 第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項、第五十四条から第六十八条ま

での規定は、中学校に準用する。（以下略） 
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少を緩和する加配定数の措置が行われているが、国が学校規模の適正化の推

進を支援する観点から、小・中学校等の設置者である市町村が学校統合を行

う場合の各種の支援策の一つとして、学校統合前の調整等において必要な定

数や、統合後の業務推進等において必要な教職員定数等に対する措置による

支援が必要である。 

 

○ 一方、離島やへき地、小規模自治体等において統合することが困難な小・

中学校に関しては、そうした学校が引き続き存続し、より質の高い学校教育

を行うため、複式学級や免許外担任等の解消を促進するための教職員定数の

措置等の教育力が低下しない方策を講じることが必要である。 

 

⑤個別の教育課題に対応するための教職員定数改善の在り方 

 

○ 近年、特別な支援が必要な児童生徒の数は増加の一途を辿っているが、中

でも小・中学校の通常の学級に在籍しながら障害の状態に応じた特別な指導

（通級指導）を受けている発達障害等のある児童生徒が増加傾向にあり、こ

うした喫緊の課題に対応するためにも、必要な指導体制の充実が必要である。 

 

○ また、いじめ問題をはじめとして、児童生徒の暴力行為、不登校問題など、

近年、児童生徒を取り巻く生徒指導面の諸課題は複雑化・多様化している。

このような諸課題の解決のためには、児童生徒の豊かな人間性の育成に取り

組むとともに、学校が組織的に対応していくことが不可欠であり、そのため

に必要な道徳教育や生徒指導を担う担当教員の配置の充実を図るなどの教職

員定数の改善を図るべきである。 

 

○ 社会環境や生活環境の変化に伴い、子供の生活環境の乱れ、不登校やいじ

めに起因するメンタル面での支援の必要性が増加しており、児童生徒の心身

両面に渡る支援を充実するとともに、保健室における児童生徒への対応の重

要性も高まっている。このため、児童生徒の心身の健康についての総合的な

企画・調整を担う養護教諭の定数の改善を図るべきである。 

 

○ 近年、偏った栄養摂取など食生活の乱れ、肥満傾向の増大、過度な痩身、

食物アレルギー等のある児童生徒への対応等の様々な食環境をめぐる問題が

顕在化している。このような状況を踏まえ、平成 17 年度に栄養教諭制度が始

まり、学校における食育の取組みの充実が進められている。このような取組

を一層推進するため、地域や学校の実情を踏まえ、栄養教諭・学校栄養職員
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の定数の改善を行うべきである。 

 

○ 上記の様々な教育課題に対応するためにも、３（１）及び（２）③におけ

る「チーム学校」の考え方は有効であり、教員と多様な専門性を持つスタッ

フにより構成されるチームとして様々な教育課題に対応していくことが必要

である。 

 

○ なお、東日本大震災により被災した児童生徒に対する心のケアや学習支援

のための教職員定数措置は、被災県等から継続的な措置を求める声が強く、

中長期的に取り組むことが重要である。 

 

⑥家庭環境や地域間格差など教育格差の解消を図るための教職員定数改善の在

り方 

 

○ 全国学力・学習状況調査の結果の分析等をはじめ家庭状況等の社会経済的

背景が児童生徒の学力に影響を与えているとの指摘12があり、格差の再生産・

固定化を招かないようにすることが求められている。こうした状況の中、昨

年６月に議員提出による「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が国会の

全会一致で成立し、本年１月に施行され、現在、政府において「子どもの貧

困対策に関する大綱」の作成に向けた検討が行われている。 

 
○ 学校は、子供の貧困の連鎖を断ち切るためのプラットフォームと言うべき

重要な役割を担っている。このため、家庭環境等に左右されず、学校に通う

子供の学力が保障されるよう、学習内容の定着や学習上のつまずきの解消等

を図る観点から、少人数の習熟度別指導や放課後補習などの取組を推進する

とともに、学力保障が必要な学校に対して教員の加算措置を行うなど、教職

員等指導体制を充実することが必要である。 
 
⑦教職員定数の算定方法の明確化に向けた方策 

 

（基礎定数の拡充の必要性） 

○ 教職員定数は、基礎定数と加配定数から構成されている。基礎定数は、学

級数や児童生徒数等の客観的な条件に応じて算定されるため、各都道府県、

                                                   
12 国立大学法人お茶の水女子大学「平成 25 年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）

の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究」（平成 26 年 3 月 28 日）

参照。 
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市町村、学校にとっては、透明性、安定性が高いという利点がある。一方、

第 6 次及び第 7 次の教職員定数改善計画及びその後の教職員定数の改善が加

配定数の改善を中心として実施されてきたため、平成 26 年度の義務教育諸学

校の加配定数は約 6 万 4 千人となっている。加配定数は、様々な教育課題に

対応する教職員配置を推進する上で重要な機能を果たす一方で、毎年度の予

算折衝で定数が決定されるため、計画的・安定的な教職員配置を行う上で支

障があるとの指摘がなされている。 

 

○ このため、今後の教職員定数の改善にあたっては、基礎定数と加配定数の

特性を生かした効果的な組み合わせが必要であり、基本的には学級数や児童

生徒数等の客観的条件に応じて算定される基礎定数の拡充を目指すべきであ

る。 

 

（学級編制に関する学校の関与の強化） 

○ これまで、平成 23 年の義務標準法改正で、都道府県教育委員会が定める学

級編制の「基準」について、従前は「従うべき基準」であったものを「標準

としての基準」に改めるとともに、都道府県教育委員会への事前協議及び同

意が必要な仕組みを改め、事後届出制とする等、市町村教育委員会が地域や

学校の実情に応じた学級編制が実施できるよう制度改正を行ってきた。 

   

○ さらに、学校の実情に応じて学級編制を行い、校長がリーダーシップを発

揮して学校経営をできるように、市町村教育委員会が学級編制を行うに当た

っては、校長の意見を聞いて実施するようにしていくことを検討すべきであ

る。 

 
３．教員給与の在り方 

 
（人材確保法の趣旨の担保） 

○ 教育再生実行会議の第五次提言において、教職員の処遇に関しては、「教師

に対する社会からの信頼感や尊敬の念が醸成され、優秀な人材を教育現場に

引き付けるため、いわゆる人材確保法の初心に立ち返り教師の処遇を確保す

る」ことが提言された。 

 

○ 公立学校教員の給与水準については、人材確保法において一般行政職の公

務員より優遇することが定められているが、これまでの度重なる給与の縮減

によって、一般行政職と比較した優遇分は年収ベースで僅かに上回る程度と
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なっている13。教育の質を上げるためにも、優秀な教員の確保や教員の士気の

維持向上が必要であり、引き続き、人材確保法の精神に則り、給与の優遇措

置を確実に担保すべきである。 

 
（メリハリある教員給与体系の確立） 

○ 教育再生実行会議の第五次提言にも提言されているように、真に頑張って

いる教員を支援することにより、教員の士気を高め、教育活動の活性化を図

るため、教員の給料や諸手当等の在り方を見直し、それぞれの職務に応じて

メリハリある教員給与体系を確立することが必要である14。 
 
○ このため、業務負担の大きい部活動手当の改善を図るほか、処遇上の必要

な措置を行うことを検討すべきである。また、教職員給与が都道府県の条例

で定められることを踏まえ、教員の業務負担の実情を踏まえた手当支給の在

り方等について、関係者で検討する場を設けるべきである。 
 
 

４．おわりに －計画的な教職員定数改善の必要性－ 

 
○ これまでの７次にわたる教職員定数改善計画の策定・実施により計画的な

定数措置が行われた結果様々な成果が着実にあがっているが、第７次改善計画

完成年以降、現在に至るまで 9年間にわたり国の教職員定数改善計画は策定さ

れていない。しかしながら、一定の期間を見通した計画を策定することにより、

後年度に及ぼす財政負担を十分考慮しつつ、計画期間全体を通して定数改善を

行うことは可能である。 
 
○ 教育関係団体や各地方自治体からも、国が教職員定数改善計画を策定して

教職員定数の改善を進めることが非常に強く求められており、10 か年で日本

の教員数と児童生徒数の比率がＯＥＣＤ平均並みとなるために必要な規模

（約 3 万人程度）の定数改善が必要である。これらのことから、教育の機会

均等や水準確保の観点から、国の責任において計画的な教職員定数改善を行

うことが今こそ求められている。 
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